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研究成果の概要（和文）：EU法のデジタル化がドイツ法にもたらす影響に着目した分析を継続した。ドイツ不正
競争防止法の分析を継続した。研究期間全体を通じて、とりわけ、①ドイツ契約法の現代化現象の分析を、ドイ
ツ契約法とEU消費者法との関係に着目して行った。比較法な知見を生かして日本法の分析を継続した。②ドイ
『ヨーロッパ契約法〔第２版〕』の翻訳作業に継続して取り組んだ。③デジタルプラットフォーム取引に関する
問題、とくに理論問題について検討を行った。これに関連する比較法研究を組織した。④国際的な人的ネットワ
ークを発展させた。本研究成果の一部は、『デジタル時代における消費者法の現代化』においてとりまとめた。

研究成果の概要（英文）：We continued our analysis focusing on the impact of the digitalization of EU
 law on German law. Analysis of the German Unfair Competition Act was continued. Throughout the 
research period, I focused on (1) the analysis of the phenomenon of modernization of German contract
 law, focusing on the relationship between German contract law and EU consumer law. We analyzed 
Japanese law by making use of comparative law knowledge. (2) We continued to work on the translation
 of Hein Koetz, European Contract Law (2nd Edition). (3) Issues related to digital platform trading,
 especially theoretical issues, were examined. In this regard, a comparative legal study was 
organized. (4) Developed an international network. Some of the results were published in the Book "
Modernizing Consumer Law in the Digital Age."

研究分野： 民法および消費者法

キーワード： ヨーロッパ私法　ヨーロッパ消費者法　ドイツ法　契約法　オンラインプラットフォーム　不正競争防
止法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、ドイツの契約法の変遷を分析するものであるが、契約法は市場を形成する法の基本的なものである。
それは、日本の消費者法および民法の形成にとって、とりわけ公正な市場の形成がどのような意義をもつか、ま
た消費者契約法の将来像を明らかにすることに寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 ドイツ法学は、ヨーロッパ的なパースペクティブを視野に入れながら、ＥＵ消費者法
の展開とその私法への取り込みの方法について恒常的に検討を迫られており、絶えず緊
張関係にある（近時は、EU 司法裁判所の判例を取り込んだ形で、契約上の担保責任の
規定の改正を行った。また契約自由の観点から事業者間における約款の規制への疑念も
強く主張されている）、それに関係して、2002 年の債務法の現代化法やそれ以後の展開
の意義を問い直す試みも示されている。ドイツでみられる現代化の動向において、それ
らの動きを生み出す原動力となっているものを捉えることが必要である。その分析は、
契約自由の原則の変容を生み出す要因とその意味を解明するものとして、わが国での民
法・契約法の方向性を考える上で、きわめて重要な作業となる。 
 
 
２．研究の目的  
 
本研究の目的は、ドイツ契約法の現代的な変容過程を分析し、日本法への示唆を得ることにある。
ドイツ契約法は、世界的動向および EU 法の影響を受けつつも、独自の教義学的伝統の下で新た
な展開を見せている。とりわけ、ドイツ法が、2002 年の債務法の現代化で消費者契約法を組み
入れる統合モデルを採用し、消費者法の要請を民法典において展開させていることは、消費者法
の形成のモデルとして大きな特徴となる。本研究は、債務法の改正から現在に至るまでのドイツ
契約法の展開を比較法的な手法を用いて分析し、「あるべき契約法の姿」を探ることを意図する
ものである。それによって、契約自由の原則という契約法の基本原理を再検討する基礎的研究と
なることを意図している。 
 
３．研究の方法 
 
第１に、ドイツの契約法の動向について、とりわけ私法的規制の原理論レベルとその具体的な内
容の分析を行う。ドイツ民法の改正、たとえば売買法における担保責任の規制の改正、医療契約、
建築契約などの具体的な問題を分析し、検討する。消費者法の役割の評価も分析する（Kötz, 
Vertragsrecht,2.Aufl.,2015,Mohr Siebeck も参照）。その際、民法の権利保護の射程の範囲と
の関係は重要な視点となる。ハンス・ミクリッツ教授が提起した実効的な権利保護のための消費
者法典の制定という提案も視野に入れる。 
第２に、不正競争防止法がドイツ契約法に影響を与えている側面を分析する。とりわけ、ドイツ
「不正競争防止法」の私法的な役割に着目した分析が必要である。 
第３に、すでに示唆したが、民法上の個人の権利保護の問題においては権利実現プロセスが重要
となる。とくに集団的な集団的権利救済と個人の権利保護との関係が問題となる。 
第４に、ドイツ契約法の展開をヨーロッパ各国法および日本法の文脈から検討する。 
第５に、本研究では、ドイツ契約法の現状を EU 法の動向を踏まえて分析するため、ドイツや EU
での実態調査および情報収集を行う 
４．研究成果 
 
⑴ 当初の計画におおむね従い、それを継続し、契約法分野における基礎研究として文献資料の
収集、その翻訳作業、さらには海外での国際的な学会や研究会への参加、あるいは各国有力研究
者へのインタビューを通して情報収集およびその分析を精力的に行った。とりわけ国際的な学
術交流会としての意味をもつオープンな研究会を定期的に開催した。 
本研究計画に従い、第１に、ドイツ契約法とＥＵ法レベルでの法規制の動向について検討した。

第２に、ＥＵ法の影響下にある現代化現象および改正動向を分析した。第３に、消費者法と契約
法の統合モデルである消費者売買法規則提案についての分析を行った。第４に、ケッツ「ヨーロ
ッパ契約法」の翻訳作業を継続した。 
 
①ＥＵ（欧州連合）指令とドイツでの国内法として制定された法律について情報を収集し、そ

の傾向を分析した。具体的には、契約法に関わりの深い、電子商取引、デジタルコンテンツ契約
などの新たな指令やイプラットフォーム規制も対象にした。また、海外の研究者を適宜、招聘し、
講演会、共同セミナー等を開催し、情報を交換した。 
②こうした作業を前提として、日本法の動向を分析する作業を継続した。具体的には、消費者

法の現代化の課題（消費者売買法、製造物責任法）の研究を行った。 
 

⑵ 本研究の成果の一部は、『デジタル時代における消費者法の現代化』（2024 年、日本評論社）
に収録し、刊行した。本研究の検討を通じて、契約法の現代化の作業を前進させる寄与ができた。



こうした研究は、日本での契約法の展開・現代化のために継続される必要がある。 
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中田邦博 なし

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ゲルハルト・ヴァーグナー「強行的契約法」

ヨーロッパ私法・消費者法の現代化と日本私法の展開 20－56

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
中田邦博 なし

 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
インターネット上のプラットフォーム取引とプラットフォーム事業者の責任

現代消費者法 35－41

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
中田邦博 46号

 １．著者名



〔学会発表〕　計2件（うち招待講演　1件／うち国際学会　0件）

2021年

2020年

〔図書〕　計6件

2021年

2020年

464

1360

 ２．出版社

 ２．出版社

日本評論社

日本評論社

 ４．発行年

 ４．発行年

 １．著者名

 １．著者名

松岡久和、中田邦博

中田邦博、松岡久和

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ３．書名

 ３．書名

新・コンメンタール民法（家族法）

新・コンメンタール民法（財産法）第２版

 ３．学会等名

 ３．学会等名

消費者法教育研究会・消費者ネット関西共催講演会（招待講演）

日本消費者法学会

 ２．発表標題

 ２．発表標題

「成年年齢引下げを見据えたオンラインセミナー」にて「美容関連サービスの特性と若年層の消費者被害」

消費者の目線から見たデジタルプラットフォーム事業者の責任

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

高嶌英弘

中田邦博



2020年

2020年

2019年

2019年

〔産業財産権〕

〔その他〕

－

有斐閣

法律文化社

352

608

254

105

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

 ２．出版社

法律文化社

日本評論社

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 ４．発行年

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

 １．著者名

中田 邦博、後藤 元伸、鹿野 菜穂子

中田邦博、若林三奈、潮見佳男、松岡久和

物権〔第2版〕

18歳からはじめる民法

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

 ５．総ページ数

永田 眞三郎、松本 恒雄、松岡 久和、中田 邦博、横山 美夏

中田邦博

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名

 ３．書名

新プリメール民法1　民法入門・総則〔第2版〕

ヨーロッパ私法・消費者法の現代化と日本私法の展開



６．研究組織

７．科研費を使用して開催した国際研究集会

〔国際研究集会〕　計0件

８．本研究に関連して実施した国際共同研究の実施状況

共同研究相手国 相手方研究機関

所属研究機関・部局・職
（機関番号）

氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）

備考

研
究
分
担
者

高嶌　英弘

(Takashima Hidehiro)

(70216646)

京都産業大学・法学部・教授

(34304)


